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当院における HIV母子感染予防対策を逸脱した
症例の問題点と今後の課題
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目的 : 当院は，厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業による HIV母子感染予防対策マ
ニュアル1）に則った HIV感染妊婦の周産期管理を行っている。現在までに母子感染例を 1例認め
ており，予防対策を全て遂行できないいわゆる逸脱例は少なくない。そこで，当院で周産期管理を
行った HIV感染妊婦を対象に，逸脱に至った背景や母子の周産期事象を調査し問題点を検討した。
方法 : 1999年～2010年 5月までに周産期管理を行った HIV感染妊婦 37例計 34分娩を対象に，

診療録から後方視的に検討した。逸脱症例の定義は，妊娠初期の HIVスクリーニング検査，母児
に対する抗ウィルス療法，選択的帝王切開，断乳の各項目を 1項目以上遂行できない場合とした。
結果 : 逸脱症例は 20/37例（54%）で，逸脱の内訳（重複あり）は，妊娠初期 HIV検査未施行 8

例，母児の抗ウィルス療法逸脱 10例，選択的帝切以外の分娩 14例で，断乳は全例施行された。現
在までに，胎内感染が疑われる母子感染例を 1例認めている。この母子感染 1例は，妊婦健診の不
定期受診例であり，妊娠初期 HIV検査未施行かつ妊娠中の抗ウィルス療法が妊娠後期から開始さ
れた逸脱例であった。
結論 : 社会背景として妊娠初診時期遅延や妊婦健診未受診の問題が明らかとなった。また産科異

常による緊急帝王切開や経腟分娩例が多く，今後それらの予防対策が重要な課題であると考えられ
た。
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緒　　　言

本邦では，厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事
業，「周産期・小児・生殖医療における HIV感染対策に関
する集学的研究」班による HIV母子感染予防対策マニュ
アル1）が標準的な指針とされている。本研究班の報告によ
れば，妊娠初期の HIVスクリーニング検査，母児に対す
る抗ウィルス療法（妊娠中の抗ウィルス療法，分娩時の
zidovudine（以下 AZTⓇ）投与，児への AZT投与Ⓡ），断乳
などの予防対策を行った症例での母子感染率は 1%以下と
極めて低く，本邦の HIV母子感染は着実に減少傾向にあ
る。実際，1997年以降 HIV母子感染予防対策を完全に施
行した症例から母子感染が成立したという報告はない。そ
のため，これらの母子感染予防対策を完全に施行できれ
ば，HIV母子感染はほぼ防止できるとされる1）。
当院は，エイズ治療研究開発センターとして，1999年
より上記研究事業による HIV母子感染予防対策マニュア

ル1）に則った HIV感染妊婦の周産期管理を行なっている。
感染に至らなかったものの，HIV母子感染予防対策を完
全に施行できなかった，いわゆる逸脱症例は約半数にのぼ
る。また現在までに，逸脱例の中で，胎内感染が疑われる
母子感染例を 1例認めている。
今回，逸脱に至ったその背景や母子の周産期事象などを
調査し，当院での母子感染予防の成果と今後の問題点につ
いて検討した。

対象と方法

1999年～2010年 5月までに当科で周産期管理を行った
HIV感染妊婦 34例計 37分娩を対象とし，母子感染予防
対策を完全に施行できなかった逸脱例の背景，母子の周産
期事象などについて診療録から情報収集し後方視的検討を
行った。当院は，上記研究事業による HIV母子感染予防
対策マニュアル1）に則り，1．妊娠初期の HIVスクリーニ
ング検査，2．母児に対する抗ウィルス療法（妊娠中の抗
ウィルス療法・分娩時の AZTⓇ投与・児への AZTⓇ投与），
3．選択的帝王切開による分娩（予定帝王切開），4．断乳
（人工栄養）の 4項目を満たすよう周産期管理を行ってい
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る。
今回，逸脱項目は①妊娠初期 HIV検査未施行例，②母

児の抗ウィルス療法逸脱例（妊娠中の抗ウィルス療法開始
遅延例，分娩時の AZTⓇ投与未施行例，児への AZTⓇ投与
未施行例），③選択的（予定）帝王切開以外による分娩
例，④断乳未実施例と定義し，この 4項目のうち 1項目以
上に該当した場合，逸脱症例と定義した（表 1）。なお，
妊娠中の抗ウィルス療法開始遅延例は，妊娠 28週以降に
治療開始した場合に開始遅延例と定義した。また，妊娠初
期 HIV検査未施行例でも，妊娠中期から抗ウィルス療法
が開始された例は除外した。1999年から 2002年までは予
定帝王切開の分娩週数を 36週，2003年以降は 37週とし
ている。従って今回の検討では，1999～2002年に選択的
帝王切開分娩した 5例は早産数から除外した。

結　　　果

HIV感染妊婦は 1999年から 2010年 5月までに延べ 34
例 37分娩（3例が 2回分娩）あり，その中で母子感染対
策を完全に遂行できた症例は 17例（46％），母子感染対策
を逸脱した症例は 20例（54％）であった（表 2）。
逸脱例 20例のうち，母の国籍は日本 7例，外国 13例
で，平均年齢は 28歳± 4歳であった。また，分娩週数の
中央値は 35週 4日（27週 5日～39週 6日），出生体重の
平均値は 2474 g± 534 g（1060 g～3216 g），アプガースコ

アの平均値は 1分値 7.7点，5分値 8.7点であった。
20例の主な逸脱項目の内訳（重複あり）を表 3に示す。
①妊娠初期 HIV検査未施行例が 8例（21％），②母児の抗
ウィルス療法逸脱例は 10例（27%），③選択的（予定）帝
王切開以外による分娩は 14例（37%）と最も多かった。
また④断乳（人工乳）は全例に実施されていた。
逸脱例を出生年別に並べたところ（表 3），1999年から

2005年までは，①妊娠初期 HIV検査未施行例や，それに
伴う②母児の抗ウィルス療法の逸脱例，特に抗ウィルス療
法開始遅延例を多数認めた。しかし，近年，この 2項目の
逸脱症例は減少傾向で，③選択的帝王切開以外の分娩によ
るマニュアルの逸脱例が毎年続いていることが判明した。
2010年には妊娠初期の HIV検査が未施行かつ抗ウィルス
療法開始が遅れた症例が続いたが，2例とも外国人で，ビ
ザや保険がないまたは経済的問題などの社会背景が認めら
れた。今後，このような社会背景のある群がとりのこされ
ていく可能性が窺える。
次に各逸脱項目について検討した。表 4に①妊娠初期

HIV検査未施行例 8例についてまとめた。全例が妊娠中
期以降または分娩時に HIVと診断され，必然的に抗ウィ
ルス療法の開始も遅れ，妊娠後期または分娩直前に治療を
開始していた。経腟分娩の 2例は，妊婦健診未受診で破水
のため母体搬送されたいわゆる飛び込み分娩の症例であっ
た。8例の診断遅延理由は，2例が初診時 HIVスクリーニ
ング検査未施行例で，6例は妊娠初診時期の遅延または妊
婦健診未受診によるものであった。
母児の抗ウィルス療法の逸脱例は 10/37例（27%）で
あった。その内容は，妊娠中の抗ウィルス療法開始遅延例
が 9例，分娩時の AZTⓇ投与未施行例が 1例で，児への
AZTⓇ投与は全例に施行された。ウィルス療法開始遅延例
は，妊娠後期（28週以降）に治療開始となった例と定義
した。分娩時の AZTⓇ投与未施行例の理由は，母体に
AZTⓇ耐性の疑いがあり，投与を控えたためであった。
産科管理として重要な妊娠中の抗ウィルス療法開始遅延
例の 9例について表 5にまとめた。9例中 8例（症例番号
①，④，⑥，⑦，⑧，⑩，⑲，⑳）は，表 4にまとめた妊
娠初期 HIV検査未施行の症例であった。これは妊娠初期
の HIV検査が，抗ウィルス療法の開始時期と密接に関係
していること，すなわち妊娠初期 HIVスクリーニング検
査の重要性を強く示すものである。残りの 1例（症例番号
⑭）は，妊娠 11週に HIV診断されたが，外国籍であり，
言語の問題や転院を繰り返すうちに，抗ウィルス療法の開
始が遅延した症例であった。また，この 9例は抗ウィルス
療法の開始が遅れたため，分娩前 HIV-RNA量は，40＋～
40,000コピー/mlであった。妊娠中の抗ウィルス療法は
33/37（89%）が多剤併用療法であり，単剤または 2剤併

表 1　母子感染予防対策マニュアル1）

①妊娠初期の HIVスクリーニング検査 
②母児に対する抗ウィルス療法 
　　　妊娠中の抗ウィルス療法 
　　　分娩時の AZT投与 
　　　児への AZT投与 
③選択的帝王切開による分娩（予定帝王切開）
④断乳（人工栄養） 

以上，4項目を全て満たすよう管理．
＊逸脱症例……4項目のうち，1項目以上を逸脱した場合．
＊除外例： 妊娠初期 HIV検査未施行例のうち，妊娠中期

に抗ウィルス療法を開始された例

表 2　当院の症例の内訳
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表 3　逸脱症例（出生年別）の逸脱項目の内訳（●印：逸脱）

症例
出生年

①妊娠初期 HIV検査
未施行

②母児の抗ウィルス療法逸脱 ③予定帝切
以外

④断乳

1：1999 ● ●
2：2001 ●
3：2002 ●
4：2003 ● ●
5：2003 ●
6：2003 ● ● ●
7：2004 ● ● ●
8：2004 ● ● ●
9：2005 ●

10：2006 ● ●
11：2006 ●
12：2007 ●
13：2007 ●
14：2007 ● ●
15：2008 ●
16：2009 ●
17：2009 ●
18：2009 ●
19：2010 ● ●
20：2010 ● ●

表 4　妊娠初期 HIV検査未施行 8例

症例（年）
HIV
診断

妊娠
判明

ART
開始

産科
合併症

分娩
週数

分娩
様式

診断遅延理由

① 1999 28 28 32 － 36 W 帝切 28週まで妊健未受診
④ 2003 33 13 34 － 38 W 帝切 初診時未検 

⑥ 2003 21 21 39 前期破水 39 W 経腟
21週診断後妊健未受診，
破水にて飛び込み分娩

⑦ 2004 31 31 34 切迫早産 36 W 緊急帝切 31週まで妊健未受診

⑧ 2004 分娩時 33 33 前期破水 33 W 経腟
妊健未受診，破水にて
他院搬送後転院母体搬送 

⑩ 2006 26 5 32 － 37 W 帝切 初診時未検
⑲ 2010 33 33 35 弛緩出血 38 W 帝切 33週まで妊健未受診

⑳ 2010 27 18 34 － 37 W 帝切
18週まで妊健未受診，
その後も不定期受診
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用療法は 4例（11%）のみであった。
最後に分娩様式について検討した。③予定帝王切開以外
の症例は 14/37例（38%）であった。緊急帝王切開 11例
（切迫早産 8例，早期産前期破水 preterm PROM 3例），経
腟分娩 3例（早期産前期破水 preterm PROM 2例，前期破
水 PROM 1例）であった。緊急帝王切開または経腟分娩
に至った 14例のうち，妊娠初期 HIV検査未施行，妊娠中
の抗ウィルス療法開始遅延例は計 4例であり，残りの 10
例は妊娠中期までに HIVと診断され抗ウィルス療法が開
始されていたが，緊急帝王切開，経腟分娩に至った例であ
り，10例全てが早産であった。
早産は，13/37例（35%）に認められた。逸脱例の内訳
は，妊娠初期 HIV検査未施行，妊娠中の抗ウィルス療法
開始遅延例は計 3例で，選択的帝王切開以外の分娩様式に
よる逸脱例が 10例であった。
また，現在までに母子感染例を 1例認めている。本例
は，その臨床経過から経胎盤感染による胎内感染が推測さ
れる。逸脱項目として，妊娠初期 HIV検査未施行および
妊娠中の抗ウィルス療法開始遅延を認めた。症例は，27
歳，外国籍の妊婦で，妊娠判明後も産婦人科を受診してお
らず，下腹部痛を認め，他院救急外来を受診しその際の児
の推定体重および児頭大横径より妊娠 18週と診断，分娩
予定日が確定された。その後も妊婦健診を受診せず，妊娠
27週に 2回目の妊婦健診を受診し，HIV検査を施行した。
妊娠 32週に再受診し，HIVスクリーニング検査が陽性で
あったことを説明し確認検査としてウェスタンブロット法
を施行し，妊娠 34週に HIV感染について本人へ告知さ
れ，当院へ紹介された。妊娠 34週 6日，当院へ入院し多
剤併用療法（zidovudine，raltegravir potassium，lamivudine）
を開始した。入院時の母体血中 HIV-RNA量は 14000コ

ピー/mlであったが，分娩直前の HIV-RNA量は 95コピー/
mlまで減少した。妊娠 37週 6日に予定帝王切開で
2879 g，アプガールスコア 1分値 8点，5分値 9点の児を
娩出した。また分娩時の AZT投与および児への AZT投
与・断乳を施行した。日齢 1の児の血液検査にて RT-PCR
で HIV-RNAが陽性となった。また日齢 8に施行した RT-
PCRで 2回目の陽性が認められ，母子感染の診断が確定
した。本例の臨床経過および出生直後から児の血液検査よ
り HIVが確認されたことから，経胎盤感染が推測された。

考　　　察

平成 21年度厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究
事業「HIV感染妊婦とその出生児の調査・解析および診
療・支援体制の整備に関する総合的研究総括・研究分担報
告書」（研究代表者和田裕一）2）によれば，近年，HIV感染
妊婦は全国で年間約 30-40例報告され，そのうち約 20-30
例が分娩しており，平成 21年度までの全妊娠数は累積
642例，分娩数は累積 431例と報告されている。当院で
は，毎年 2-6例の HIV感染妊婦の周産期管理を施行し
2010年までに延べ 37例が分娩に至っている。
本邦での妊婦 HIV抗体検査実施率は，調査を開始した

1999年には 73.2％であったが，同研究班によるスクリー
ニング検査普及のための様々な啓蒙活動により，2006年
には初めて 95％を超え，2009年には 99.6%まで向上し
た2）。このような年次別の経過に鑑み，逸脱例を出生年別
にまとめた。2005年以前は妊娠初期の HIV検査未施行例
が多く，したがって妊娠中の抗ウィルス療法の開始も妊娠
後期または分娩直前となる症例が続いた。これらの症例
は，治療開始が遅れるため，ほとんどの例で分娩前ウィル
ス量は高値であった。一方，2006年以降は，妊娠初期

表 5　妊娠中の抗ウィルス療法開始遅延 9例

症例（年）
HIV
診断
週数

ART
開始
週数

治療前
CD4数
（/ml）

分娩前
CD4数
（/ml）

治療前 VL 
（copy/ml）

分娩前 VL 
（copy/ml）

産科
合併症

分娩
週数

分娩
様式

① 1999 28 32 408 327    399   399 － 36 帝切
④ 2003 33 34  88 123 120000   950 － 38 帝切
⑥ 2003 21 39 150 150  40000 40000 前期破水 39 経腟
⑦ 2004 31 34 266 280  55000  3700 切迫早産 36 緊急帝切
⑧ 2004 分娩時 33 786 786   1500  1500 前期破水 33 経腟
⑩ 2006 26 32 288 292  33000   310 － 37 帝切
⑭ 2007 11 32 136 179  43000   640 切迫早産 35 緊急帝切
⑲ 2010 33 35 640 －   3300 ＜40＋ － 38 帝切
⑳ 2010 27 34 471 －  14000    95 － 37 帝切
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HIV検査未施行例および妊娠中の抗ウィルス療法逸脱例
は減少傾向となっており，妊婦 HIV抗体検査実施率の向
上の結果を反映している可能性が示唆された。母子感染予
防を行う上で，分娩前のウィルス量を感度以下にすること
は大変重要である3）。そのため，妊娠初期に確実に HIVス
クリーニング検査を行い，感染妊婦を抽出することは，大
変重要であるし，早期診断が早期治療に結びつくため，今
後も引き続き妊娠初期 HIV検査を推進し実施率を向上さ
せていく必要がある。
妊娠初期 HIV検査未施行例の社会背景として，妊娠初

診時期の遅延や妊婦健診未受診の問題が明らかとなった。
このような妊婦の中には，母体搬送先の病院で HIV感染
が判明し，分娩管理や母子感染予防の対応ができないた
め，破水後に当院へ転院搬送されたケースも含まれた。本
邦では，母子感染予防に必要な薬剤（AZTⓇ）は，エイズ
拠点病院の中でも限られた施設しか常時保存することがで
きず，エイズ拠点病院であっても緊急時に対応できない場
合がある。また，全くの妊婦健診未受診で母体搬送された
場合，HIVスクリーニング検査を施行するまでは，感染
症不明として対応せざるを得ず，母子感染や血液暴露の可
能性がある医療従事者の感染リスクは高いといえる。この
ような状況をふまえ，本邦では，予期せず分娩時期に HIV
陽性が判明した場合の，抗ウィルス療法を含めた母子感染
予防の新たな対策も必要と考える。また近年，妊婦健診の
サポート体制や支援が開始されているが，いまだ妊婦健診
未受診によるいわゆる飛び込み分娩があとを絶たず，妊娠
初期 HIV検査実施率が向上しても，このような妊婦健診
未受診群やサポート体制・支援を受けにくい環境にある外
国籍妊婦などが取り残されていく可能性が高い。妊娠前の
若年層に対する教育や妊婦自身への教育と同時に ,このよ
うな妊婦が HIV感染者であった場合に速やかに対応でき
る社会的な対策が必要である。
また，本検討では，切迫早産や破水による緊急帝王切開
や経腟分娩例が多く，早産の多くを占めた。子宮収縮や破
水は母子感染のリスクファクターであり4-7 ），また緊急手
術は合併症のリスクが高い8）とされる。当院では早産や破
水などの産科異常の予防目的に，HIV感染妊婦は妊娠 35
週ごろに入院管理し，破水や早産徴候に注意している。切
迫早産徴候を認めた際は，子宮収縮抑制剤を投与してい
る。切迫早産徴候を認めた際は，緊急帝王切開が選択され
るが，破水やマンパワーに限りのある夜間での緊急事態を
避ける目的で､ 通常よりやや早い時期に帝王切開の判断を
する必要がある。そのため，一般的な非感染妊婦に適応す
る帝王切開の時期よりやや早い時期に帝王切開を施行した
症例が含まれているという事実は否定できない。
なお，早産に関連する影響として，抗ウィルス療法，特

に多剤併用療法との関連が指摘されているが，現在まで明
確な結論に至っていない。ヨーロッパのほとんどのコホー
トスタディ9）は，プロテアーゼ阻害剤を含めた多剤併用療
法は，未治療または単剤または（および）2剤での治療群
と比較して，早産のリスクを高めたと報告している。一
方，米国の多くのスタディ10）は，プロテアーゼ阻害剤を
含め多剤併用療法と早産リスクは関連しないと報告してい
る。しかし，ある米国の報告11）は，早産のリスクとプロ
テアーゼ阻害剤の関連性があったことを指摘し，その考察
として，プロテアーゼ阻害剤は，抗ウィルス療法の失敗例
や HIVの進行した症例に使用するため，母体の HIVの重
症度が交絡因子となって評価されている可能性を挙げてい
る。実際に進行期の HIV感染と早産の関連は以前から指
摘されている12）。さらに，米国とヨーロッパでの結果の差
異は，産科管理や HIV感染妊婦の背景の違いによる可能
性もある13）。
分娩様式については，従来より帝王切開自体が母子感染
率を減少させることがわかっているが，現在，血中 HIV
ウィルス量が感度以下の場合の選択的帝王切開術の有効性
は一定の見解を得ていない13, 14）。しかし児や医療者への予
期せぬ血液暴露は経腟分娩のほうが高く，また現時点で出
来うる最大限の母子感染予防対策を遂行するという点か
ら，当センターでは帝王切開の方針としている。
そのほか，日常診療では，薬剤耐性や副作用，合併症，
社会背景など，複雑な対応を迫られることが多い。そのた
め，当院では ,産科・ 内科・小児科・コメディカル（コー
ディネーターナース及び助産師）と，分娩までに数回にわ
たりカンファレンスを行い，妊産婦の産科的問題や HIV
の治療状況，患者の社会的背景による問題や出生した児へ
の対応，家族への対応などについて綿密に話し合いを行
なっており，このようなチーム医療が不可欠である。

HIV感染妊婦の周産期管理に関して，未だ検討してい
かなければならない医学的・社会的な問題が山積してい
る。今後，より確実な HIV母子感染予防対策を遂行する
ため，本邦における更なる情報蓄積・医療機関ネットワー
クの整備が必要である。
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  Objectives : To investigate the perinatal outcomes and to clarify the clinical background of HIV-
positive pregnant women who didn’t receive preventive measures.
  Materials and Methods : From January 1999 to May 2010, medical and social data concerning 
37 deliveries from 34 HIV-positive pregnant women were analyzed.
  Results : Among the 37 deliveries, 20 didn’t receive the complete preventive measures. In 8 
cases, HIV wasn’t diagnosed in the 1st trimester. In 9 cases, the patients weren’t treated 
adequately by antiretoroviral therapy during pregnancy. All women were forbidden from breast-
feeding. Concerning the mode of delivery, 14 infants were delivered by emergency C-section or 
vaginal delivery due to rupture of membranes and/or threatened premature labor. One infant, in 
whom antiretroviral therapy was started from the third trimester, was diagnosed as HIV-RNA 
positive by blood sampling on day 1 and 8.
  Conclusion : Some pregnant women didn’t received a HIV screening test in the early stage of 
pregnancy, because they didn’t get gynecologic examination when they became pregnant. As 
some infants were delivered by emergency C-section due to rupture of membranes and/or 
threatened premature labor, one of the major problems in the management of HIV-positive 
pregnant women is how to prevent these obstetric abnormalities.

Key words : HIV-positive pregnancy, mother-to-child transmission, perinatal outcome 
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